
平成 26 年 8 月 21 日 

地域資源活用に関する事務・権限の都道府県への移譲に関する愛知県の意見 

 

１ 本県の主張のポイント 

 平成23年の法改正で地域産業資源認定の権限が国から都道府県へ 

⇔地域産業資源活用事業計画の認定、補助金の交付は国に残る 

・地域産業資源の認定と活用で主管官庁が異なるのは、一つの制度として首尾一貫しない。 

・中小企業の支援窓口が分かれてしまい、事業者にわかりにくい。 

→事業計画認定、補助金交付の権限が都道府県に移譲されれば、一元的に実施できる。 

 ◇本県では、地域産業資源活用の基本的な支援策として「あいち中小企業応援ファンド」を基

金により実施しており、より高度な取組を対象とする当該補助金と一体的な運用が可能。 

 

２ 経済産業省の主張に対する反論 

（１）「申請時に県の意見を反映できる」という点について 

・事業計画申請書は、中小企業基盤整備機構が相談段階から作成を指導して県に提出しており、

県は機構の事前協議にオブザーバー参加のみと関与が限定的なため、申請時の意見は形式的な

ものにならざるをえない。 

（２）「全国レベルの先端的なモデル事業を全国的な視点で認定する必要」という点について 

・全国の採択事例を見れば、地域によって分野の偏在、技術水準のバラツキがあり、経済産業局

ごとの採択で、地域を超えた連携が見られない。 

  ・事業計画採択者の1/4が「あいち中小企業応援ファンド」の採択事業者（68社中14社）。 

→本県が地域産業資源を活用した中小企業の新事業展開の情報を十分持っており、一元的に施

策を担うことができることの証左。 

 

３ 本県が想定しているスキーム 

（１）財源 

 都道府県へ交付金を交付、或いは都道府県に基金を造成（所要額を実効的に確保するため、税

源移譲、一般財源化は求めない。）。事業計画認定・補助金交付に係る事務費の措置も必要。 

（２）補助額 

 現行は事業期間５年、3,000 万円以内だが、５年は事業者にとってハードルが高い。利用しや

すくするため３年、2,000万円以内で都道府県が決められるようにする。 

認定件数は、現状の年間10件程度から、期間短縮すればさらに増加。 

（３）申請手続 

申請書が詳細すぎるため事業者負担が大きく、低利用の原因なので、申請書類の簡素化を図る。 

（４）補助事業の内容 

ほぼ現行どおり。経済産業省が基本方針を示す場合には、都道府県の自由度を高められたい。 

（５）中小企業基盤整備機構による支援 

   制度の周知、計画等の申請審査への助言、フォローアップのハンズオン支援等について、ノウ

ハウの蓄積がある機構に引き続き支援を求めていく。 

（６）事務体制 

申請に関する一部増員、アドバイザーの委嘱等が必要となるが、申請書類の簡素化により効率

性はあまり変わらない。 
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地域産業資源活用事業計画の認定権限等の都道府県への移譲 

H26.8.21 広島県 

 

１ 提案事項 

  中小企業者が行う地域産業資源を活用した新事業展開支援に係る権限及び財源を都道府県知事に移譲する。   

 

２ 求める措置の具体的内容 

  都道府県が指定する地域産業資源について中小企業者が作成する地域産業資源活用事業計画の認定権限及びそ

の支援措置に係る財源を都道府県知事に移譲する。  

  ① 都道府県が指定する地域産業資源について中小企業者が作成する地域産業資源活用事業計画の認定権限

（法第６条） 

② 支援措置に係る財源  

   ・ 認定後の補助金 

   ・ 事業運用のための体制整備に係る経費 

    

３ 提案の理由 

地方が地域の中小企業・経済団体のニーズに基づき，きめ細かい支援を行うことが必要であり，また，地域振

興に関するものであることから，個々の地域が有する地域産業資源の強みを生かした事業展開を行うため，都道

府県の自由度を高めることが適当と考えられる。 

現行では，国の計画承認手続が，概ね７月，１０月，２月の年３回とされているが，都道府県が認定を行うこ

とで，必要な時期に必要な回数を実施でき，実効性の高い施策展開ができる。 

 

４ 具体的な支障事例，地域の実情を踏まえた必要性 

  本県では，地域経済の担い手である中小企業に対して，創業，新事業展開，経営革新，販路拡大等の支援を行

っている。一方，経済産業省においても，中小企業支援施策を実施しており，中小企業支援に関して，国と都道

府県で窓口が分かれており，ワンストップでの総合的な支援が実現していない。 

当該事業について，都道府県が一元的に担うことにより，ワンストップで効率的な事業実施が可能になるとと

もに，事例の課題に応じて，上記の県の施策とあわせて，継続的かつきめ細やかな支援を行うことが可能となる。 

特に，都道府県が指定する地域産業資源についての中小企業の新事業展開については，地域資源を認定する県

がよりその地域の情報やネットワークを有すると考えるため，効率的である。  

 

 

 

＜広島県及び関係機関で行う中小企業支援策の例＞  
◆資金支援（新事業創出チャレンジ企業支援事業助成金） 

地域の「強み」となり得る先進的な技術・ノウハウ等を活用した新事業創出支援するために必要な経費を助成。対象は，事業
化促進事業及び市場化促進事業。 

 
◆集中支援（チーム型支援） 

新事業展開や経営革新に取り組み，新たな成長を目指す意欲のある中小企業に対して，マーケティング・セールス・ブランデ
ィング，デザイン，知的財産，生産管理等の経営戦略を通じて売上高や雇用増， 企業価値向上が図られることを目的に全国ト
ップレベルのプロフェッショナルで構成されたチームにより，集中支援を行う。 

 
◆経営革新支援（中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新計画に係る承認） 

新商品・新サービスの開発などの中小企業の経営革新計画を県知事が承認することにより，融資などで，幅広く支援。 
 

   ◆販路開拓 

       商談会開催，見本市出展，広島ブランドショップＴＡＵでのテストマーケティング 等。 

＜参考：補助金の一般的スキーム＞  
上 限：3,000 万円（１事業計画当り） 
補助率：2/3 以内 
内 容：新商品の開発，試作品開発，展示会出展
などに係る費用に補助 
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